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イ（Khlong Toei）港を中心に調査を行った。この結果，2003年 ₂ 月14日付け









































































81.1 中国 4.7 台湾 2.5
中古テレビ 85284110800 8,270 中国 59.8 日本 39.6 ノルウェー 0.3





































































中古ノートパソコン 日本 402 シンガポール 513
中古携帯電話 シンガポール 307 オーストラリア 4,804
中古テレビ 中国 289 ベトナム 2,133






























済地区の投資主体であるタイ工業団地公社（Industrial Estate Authority of Thai-
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売店が集積している地域が複数ある（浅妻 2012）。2012年 ₉ 月に実施した中











































































　カンボジアでは，政令 No.209 ANK.BK で輸入禁止品目が定められており，
中古品（タイヤ，コンピュータ，電池，履物，バッグなど），右ハンドルの自動
表 ₄　2012年における中古ディーゼルエンジン（HS コード84082022002）の貿易量
輸入相手国 数量 割合（％） 輸出相手国 数量 割合（％）
日本 187,769 97.5 インド 95,648 38.0
ブラジル 4,800 2.5 インドネシア 54,581 21.7
イタリア 3 0.0 マレーシア 31,491 12.5
韓国 3 0.0 ブラジル 28,809 11.5
タイ 3 0.0 日本 17,286 6.9
その他 2 0.0 その他 23,675 9.4



































































































































































































































































テレビ 冷蔵庫 エアコン 洗濯機 パソコン 携帯電話
世帯当たり保有率 97.2 95.8 60.6 63.4 62.0 98.6
世帯当たり保有台数（台） 1.6 1.1 1.3 0.7 1.0 1.7 
中古品保有率 8.8 13.6 5.3 9.4 15.1 8.4
????
日本製 18.2 20.6 13.0 20.8 15.9 23.9
韓国製 11.7 11.8 17.4 14.6 25.0 50.7
中国製 1.3 2.9 0.0 2.1 4.5 7.5
その他 6.5 10.3 10.9 12.5 18.2 9.0
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
廃棄経験 49.3 15.5 15.5 23.9 18.3 43.7






















































内のある第 ₃電炉工場に大量に廃車として蓄積されていた。2013年 ₃ 月11日




















































































































　現在タイでは，各種の家電リサイクル政策（WEEE Management Strategy, 
Act on Management of Hazardous Substance from Used Products, Royal Decree on 
220
Product Fee Management）が審議されており，そのなかで発生量の50％を収集
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